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との関連では，1995年の世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）発足
以降，欧州共同体（European Communities: EC）1－ホルモン牛肉事件（WTO 
1998），狂牛病の発生に起因する牛肉の輸入制限措置，遺伝子組換え（geneti-





一般協定（General Agreement on Tariffs and Trade: GATT）およびそれを継承し
た WTO によって秩序づけられてきたが，なかでも，食品安全分野は WTO
協定⑷の一部である衛生植物検疫措置の適用に関する協定（Agreement on the 
Application of Sanitary and Phytosanitary Measures: SPS 協定）がおもに規律対象
としている⑸。2000年以降，自由貿易協定（free trade agreement: FTA）を中心
として地域貿易協定（regional trade agreement: RTA）の数が激増しており，国
際貿易体制という意味では，WTO と RTA とが併存しているが，RTA は
WTO 協定に整合的に形成されることが原則であるため，本章の課題を検討
136
するうえで SPS 協定および当該協定にかかわる WTO の活動に着目し，途上
国の貿易にいかなる示唆が生じ得るかを検討することは必須であろう。















との分析がある（Wilson and Otsuki 2004, 144）⑺。また，国連工業開発機関
（United Nations Industrial Development Organization: UNIDO）による最近の包括
的な調査によれば，2002～2008年の間に，米国および欧州連合（European 
Union: EU）が行った一定の食品輸入差し止め件数のうち，途上国の割合は








するものである。この点，WTO は WTO 設立協定（マラケシュ協定）の前文
にも言及があるとおり⑻，途上国に配慮する姿勢をとっている。SPS 協定に
も，「途上国への特別な配慮に関する規定」（経済産業省通商政策局 2011, 775）

























国連標準国際貿易商品分類（Standard International Trade Classification: SITC）の
Section 0, 1, 4，ならびに division 22を対象とする⑾。
　また，「途上国」については，世界銀行の所得分類（2010年）⑿によれば高
所得国以外が途上国とされるが，WTO で後発開発途上国（least developed 
countries: LDCs）を除いて「途上国」が自己宣言的となっていることも考慮
し⒀，より実態を把握する観点から，当該高所得国であって経済協力開発機











に相当していることがわかる。また，図 ₃ および図 ₄は， ₁割前後の食品貿
易のなかで，先進国と途上国が占める割合を示している。1980年代以降，先
進国の占める割合は，輸出で ₆ ～ ₇ 割，輸入で ₇割前後であり，途上国の食




























（出所）　WTO, Statistics Database より筆者作成。
（注）　香港およびシンガポールの再輸出を除く。





















































（出所）　WTO, Statistics Database より筆者作成。
（注）　香港およびシンガポールの再輸出を除く。





























割合（上位20カ国）を年代別にみたものである。表 ₁からは，輸出 ₃～ ₄割
のうち，上位20カ国で占める割合が ₂ ～ ₃ 割に達していることがわかる。た
とえば，2009年には，上位10カ国で23.2％，同15カ国で27.2％，同20カ国で
29.5％を占めている。









　WTO において SPS 協定は全加盟国で構成される SPS 委員会の管轄下にあ
る。この委員会では，加盟国の SPS 措置の通報を通じた透明性確保や，「特
定の貿易上の関心事項」（specific trade concern: STC）の議論を通じた加盟国
間の調整などが行われている。
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　そこで，本節では，これまで SPS 委員会に提起された STC を検討し，食
品の輸出入に際して途上国が直面する課題の抽出を試みることとする。
₁．途上国がかかわる STC の傾向
　STC の活用状況は，WTO のデータベース（SPS Information Management 
System: IMS）⒄にて検索可能である。IMS 検索によれば，WTO が発足した













内訳は，EU が27件，日本 ₆ 件，米国 ₄ 件，韓国およびオーストラリア ₁件
であり，EU に対する提起件数が突出している。また，提起した途上国の内
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訳（上位）は，中国11件，タイ 5 件，アルゼンチン 5件，ブラジル ₄件であ
る。
　一方，途上国が提起対象（被提起国）となった STC の提起国は，先進国が
21件，途上国が ₃件である（ただし，後掲表 ₃注 ₂参照）。被提起件数が多い


















高 所 得 国 － 6
上位中所得国 37 12
下位中所得国 10 10
低 所 得 国 2 －
計 42 24









₂ ．途上国による食品安全分野の STC の実態
　つぎに，途上国がかかわる食品安全分野の STC を個別に検討する。各案
件における提起国の主張や議論の経緯を検討することで，途上国が直面する
課題の抽出を試みる。章末に添付した付表 A，付表 B は，それぞれ途上国
が提起した STC，途上国が被提起国となった STC を概観したものである。
表中の「No」は通し番号を，「SPS」は提起順に付される SPS 委員会での案






















































である欧州小売業組合適正農業規範（European retail standard for Good Agricul-
tural Practises: Eurep GAP ⒇）が STC として提起された経緯がある。セントビ
ンセントおよびグレナディーン諸島が，英国小売店で Eurep GAP への適合
が取引条件とされている件について，SPS 協定で規律し得る面があると問題
提起したところ，ジャマイカが民間認証であるためとるべき手続が不明と述
べるなど複数の途上国が懸念を表明した。これに対して EU は，Eurep GAP
は民間認証であって EU の SPS 基準を超えたとしても EU 法違反でなく対処





問題がある。たとえば，EU の食品・飼料緊急警告システム（Rapid Alert Sys-















　付表 B は，途上国が被提起国となった STC を示している。この表からは，









































































































第 ₃ 節　SPS 協定中の科学に関する規律と途上国
₁．SPS 協定中の科学に関する規律の全体像
　SPS 協定において，科学に基づく義務を定める中心的な規定は，第 ₂条 ₂





















条 ₂項は「基本的な権利及び義務」を定める第 ₂条の一部であり，SPS 措置
が科学的原則に基づき，また科学的証拠を根拠にとられることを定めている。
第 5条 ₁項はこの基本的義務をより具体的なものとし，SPS 措置は危険性評
価に基づかねばならないとしている。第 5 条 ₁ 項違反があれば第 ₂条 ₂項違
反が推定されるという関係である（WTO 1998c, para. 138）。
　第 ₂条 ₂項はまた，「第 5 条 ₇ 項に規定する場合を除くほか」加盟国が




外され，加盟国には第 5 条 ₇ 項が定める条件を満たしたうえで暫定措置をと
る「権利」が認められる（WTO 2008b, paras. 674, 678）。
　このほか，上記には挙げていないが，SPS 措置の調和に主眼をおく第 ₃条




基準よりも高い水準の保護をもたらす SPS 措置も採用できる（第 ₃条 ₃項）。





















（WTO 1998c, para. 177），措置と科学的証拠との間には「合理的又は客観的な
関係」が求められる。それはケースバイケースで判断される（WTO 1999, 
para. 84）。
　このように，第 ₂ 条 ₂ 項については明らかになっていない部分はあるもの
の，第 5条 ₁項違反は科学的原則／十分な科学的証拠に基づかないものに該
当するとして第 ₂条 ₂ 項違反が推定される点（WTO 1998c, para. 138）や「科
学的証拠」の趣旨と内容を明らかにしようとしてきた先例の姿勢は，「科学」
が判断基準として重視されていることを示すものである。
⑵　危険性評価：第 5 条 ₁ 項
　第 5条 ₁項は，SPS 措置が危険性評価に基づいてとられなければならない





いる（WTO 2010a, para. 7.173）。
　このうち途上国への影響という観点からは，危険性評価とはなにか，「そ
れぞれの状況において適切に」の趣旨，第 5 条 ₂項の規定する要素，「基づ
いて」の趣旨が重要である。











のでもよいとされている（WTO 1998c, para. 190）。
　このように危険性評価には，「体系化された，規律ある，客観的な調査と
分析」（WTO 1998c, para. 187）として科学的裏づけが必要とされるが，一方で
WTO の上級委員会は危険性評価に対する限定的なアプローチについて注意


















（WTO 1998c, para. 187），「物理科学に通常伴う経験主義的又は実験的な手法に
よる定量分析で証明可能でない要因」や「その他の要因」も考慮しなければ











うことである（WTO 1998c, paras. 189, 193）。この点はケースバイケースで判
断される（WTO 1998c, para. 194）。ところで，この危険性評価には，必ずしも
科学者の多数意見が反映していることは求められない。異なる意見が科学的
に不確実な状況を示すこともあり得るためである（WTO 1998c, para. 194）。つ
まり，信頼性あるソース（qualified and respected sources）の意見であるかぎり，























論に至ることができない状況を指す（WTO 2008b, para. 677）。
　ただし，科学的証拠が不十分である場合と科学的不確実性とは異なると解










（WTO 2008b, para. 678）。
　暫定措置をとった国は，第三に，追加的な科学的研究や関連国際機関等か
ら情報収集を行って，関連する科学的証拠の不十分性を補うべく最善の努力
を「合理的期間内に」行うことが求められる（WTO 2008b, para. 679）。「合理
的期間」は，情報収集の難しさなどケースごとの特別の状況や暫定措置の特
性によってケースバイケースに決定される（WTO 1999, para. 93）。
　追加情報を得て初めて SPS 措置の再検討が可能であるとすれば，第三と







わゆる S&D 条項に言及しているので，つぎに SPS 協定中の途上国関連条項
について概観する。
₃ ．SPS 協定における途上国関連条項
　上級委員会は，先例において，第 5 条 ₇ 項が条件の一つとする追加的な情
報収集について，「SPS 協定第10条 ₁ 項に従って，より客観的な危険性評価
のための追加的情報を獲得する能力（ability）に関して，途上国の特別のニ
ーズが適切に配慮されなければならない」と注で述べた（WTO 2008b, foot-





　S&D にかかわる第10条 ₁ 項は SPS 措置の「立案及び適用に当たり，加盟
国は，開発途上加盟国（特に後発開発途上加盟国）の特別のニーズを考慮す




























































































































商開発機構（Standards and Trade Development Facility: STDF）とコーデックス
トラストファンド（Codex Trust Fund）が存在する。STDF は，国際連合食糧
農業機関（Food and Agriculture Organization: FAO），国際獣疫事務局（Interna-
tional Epizootic Office: OIE），世界銀行，世界保健機関（World Health Organiza-














WTO プラスの FTA はほとんどないとの指摘もある。確かに，FTA の形成
によって，必ずしも基準が厳格化するとは限らず，むしろ同等性の承認の問







































⑾　SITC（section 0, 1, 4, and division 22）は以下のとおり。section 0「食料品お
よび動物（食用）」，section 1「飲料およびたばこ」，section 4「動物性油脂」，


























⒄　IMS の URL は次のとおり。http://spsims.wto.org/
⒅　「その他」に分類される提起件数を含むが，BSE，鳥インフルエンザといっ
た「動物の健康」（animal health）分野に第一義的に分類される STC を除く。
⒆　WTO 事務局に対するヒアリング（2012年 ₂ 月13日）による。
⒇　2007年に名称を Global GAP に変更している（http://www.globalgap.org/uk_
en/who-we-are/history/）。
　European Union, “Rapid Alert System for Food and Feed” （http://ec.europa.eu/
food/food/rapidalert/index_en.htm）。












　第 5条 ₂項は，危険性評価の実施の仕方について定めているもの（WTO 




　第 5条 ₁項は第 ₂条 ₂項に含まれる基本的義務の「特別適用」（specific 
application）として，両者は「常に一緒に読まれるべき」とされる（WTO 
1998c, para. 180）。ただし，第 ₂条の一般的性質にかんがみ第 ₂条 ₂項違反は




責任の配分にも関連する（WTO 2006b, para. 7.2969）。現時点では，少なくと
も「権利」である以上，これまでの先例にしたがって，違反を主張する国，
すなわち申立国が SPS 措置をとった国の第 5条 ₇項違反を立証することにな
る（WTO 2006b, para. 7.2969）。ただし，このことは，EC-Biotech が判示した
168
ように，後述する第 5条 ₇項の ₄条件の全部またはいずれかを満たさない場
合，当該措置が直ちに第 ₂条 ₂項の適用対象となる（7.2974）ことまでを意
味しないように思われる。なぜならば，第 5条 ₇項は第 5条 ₁項と第 ₂条 ₂
項に基づいて完全な危険性評価を行うことが不十分な状況や緊急事態に対す
る「安全弁」（safety valve）を規定しているのであって，第 5条 ₁項および第
₂条 ₂項が規定するいっそう厳格な条件を満たすことは不可能だからである
（WTO 2008, paras.  678, 680）。
　SPS 協定第 ₃条 ₁項「国際的な基準，指針又は勧告」を総称して国際基準
等と表す。
　コーデックス委員会，国際獣疫事務局（International Epizootic Office: 
OIE），国際植物防疫条約事務局（International Plant Protection Convention: 
IPPC）の ₃機関が作成する（SPS 協定附属書 A）。
　コーデックス委員会事務局に対するヒアリング（2012年 ₂ 月16日）による。
　WTO 加盟国は危険性評価を実施した後，「適切な保護の水準」（appropriate 
level of protection: ALOP）を決定し，それを達成する SPS 措置を採用する。
ALOP の決定においては，加盟国の裁量が認められているようである。しか
し，第 ₃条 ₃項は「科学的に正当な理由がある場合」，または加盟国が第 5条










　後述する第 5条 ₁項の危険性評価に基づかない措置が第 ₂条 ₂項の第二の





しなければならないことは意味しないとされている（WTO 2010c, para. 246）。
ただし，国際機関作成の方法に言及していれば，危険性評価の第 5条 ₁項





上経済学的な影響についての評価」である（WTO 1998b, para. 120）。先例に
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よれば“likelihood”は“probability”に，“potential”は“possibility”に相当
し，前者の方が「高度な」（a higher degree or threshold）可能性を指すという









1998c, para. 183），Continued Suspension もあわせて読むと ₃段階のようであ
る（WTO 2008a, para. 7.479）。つまり，悪影響の特定と同時に，当該悪影響が
生じる可能性が評価され，理論的な不確実性と確認できる危険とは区別され
















危険性管理を定義していることに理解は示している（WTO 2008b, paras. 535, 
537, 553）。
　第 5条 ₇項には予防原則が反映しているため，これらの ₄条件の解釈にあ
たっても予防原則を念頭におくべきとされる（WTO 1998c, para. 124，WTO 
2008b, para. 680）。予防原則に係る議論は本章では割愛している。
　S&D 交渉，「実施」交渉の初期の経緯については，中川（2003）参照。
　各国ジュネーブ代表部，WTO 事務局に対するヒアリング（2012年 ₂ 月13日）



















WTO ウェブサイト，“Work on special and differential provisions”（http://www.
wto.org/english/tratop_e/devel_e/dev_special_differential_provisions_e.htm）。
　コーデックス委員会事務局に対するヒアリング（2012年 ₂ 月16日）による。




　WTO 事務局に対するヒアリング（2012年 ₂ 月13日）による。
　個別プロジェクトの動向はウェブ上で公開されている。Standards and Trade 
Development Facility ウェブサイト，“Project Preparation Grants”（http://www.
standardsfacility.org/en/PGPpgStat.htm）。
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表
A
　
途
上
国
が
提
起
し
た
食
品
安
全
分
野
の
「
特
定
の
貿
易
上
の
関
心
事
項
」
N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
1
35
Im
po
rt
 b
an
 o
n 
fr
oz
en
 
po
ul
tr
y 
（
19
97
, 1
99
8）
T
ha
ila
nd
So
ut
h
K
or
ea
基
準
韓
国
に
よ
る
リ
ス
テ
リ
ア
菌
を
原
因
と
す
る
タ
イ
産
冷
凍
鶏
肉
の
輸
入
制
限
。
国
際
基
準
や
危
険
性
評
価
に
基
づ
い
て
い
る
か
等
が
問
わ
れ
た
。
2
39
M
ax
im
um
 le
ve
ls
 fo
r 
ce
rt
ai
n 
co
nt
am
in
an
ts
（
af
la
to
xi
ns
）
in
 fo
od
-
st
uf
fs
 
（
19
98
, 1
99
9,
 2
00
1,
 
20
02
, 2
00
3,
 2
00
4）
A
rg
en
tin
a,
 A
us
tr
al
ia
, 
B
ol
iv
ia
, B
ra
zi
l, 
G
am
bi
a,
 In
di
a,
 
In
do
ne
si
a,
 M
al
ay
si
a,
 
P
hi
lip
pi
ne
s,
 S
en
eg
al
, 
T
ha
ila
nd
E
U
基
準
食
品
中
の
ア
フ
ラ
ト
キ
シ
ン
含
有
最
大
値
設
定
に
関
す
る
E
U
提
案
（
19
98
）。
国
際
基
準
な
く
，
コ
ー
デ
ッ
ク
ス
委
員
会
食
品
添
加
物
汚
染
物
質
部
会
（
C
od
ex
 C
om
m
itt
ee
 o
n 
Fo
od
 A
dd
iti
ve
s 
an
d 
C
on
ta
m
i-
na
nt
s:
 C
C
FA
C
）
で
検
討
中
で
あ
る
な
か
，
危
険
性
評
価
の
適
切
性
や
コ
ス
ト
高
の
検
査
手
続
へ
の
懸
念
が
複
数
国
か
ら
表
明
さ
れ
た
。
そ
の
後
，
ボ
リ
ビ
ア
よ
り
，
E
C
向
け
の
ナ
ッ
ツ
の
認
証
評
価
の
た
め
の
訪
問
も
確
定
し
，
E
C
か
ら
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
確
定
す
べ
く
ボ
リ
ビ
ア
と
協
力
す
る
と
報
告
が
行
わ
れ
た
。
3
40
Tr
ad
e 
re
st
ri
ct
io
ns
 in
 
re
sp
on
se
 to
 c
ho
le
ra
 
（
19
98
）
Ta
nz
an
ia
E
U
緊
急
タ
ン
ザ
ニ
ア
，
ケ
ニ
ア
，
ウ
ガ
ン
ダ
，
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
に
お
け
る
コ
レ
ラ
発
生
に
基
づ
く
，
E
C
に
よ
る
野
菜
，
果
物
，
魚
製
品
の
輸
入
禁
止
措
置
。
E
C
は
，
こ
れ
ら
の
国
々
に
お
け
る
検
査
手
続
に
欠
陥
あ
り
，
適
切
な
衛
生
条
件
充
足
の
た
め
調
整
を
行
い
た
い
と
主
張
し
た
。
4
49
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
im
po
rt
s 
of
 s
au
ce
s 
co
nt
ai
ni
ng
 
be
nz
oi
c 
ac
id
 
（
19
98
, 1
99
9,
 2
00
0,
 
20
01
）
P
hi
lip
pi
ne
s
A
us
tr
al
ia
基
準
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
安
息
香
酸
（
添
加
物
）
含
有
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
産
ソ
ー
ス
に
対
す
る
差
別
的
輸
入
禁
止
措
置
（
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
産
は
輸
入
）。
国
際
基
準
が
存
在
し
な
い
な
か
，
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
産
品
の
輸
入
が
許
容
さ
れ
て
お
り
措
置
の
差
別
性
が
問
わ
れ
た
。
5
51
P
ro
hi
bi
tio
n 
of
 p
ou
ltr
y 
m
ea
t i
m
po
rt
s 
fr
om
 
T
ha
ila
nd
 
（
19
98
, 1
99
9）
T
ha
ila
nd
C
ze
ch
 
R
ep
ub
lic
基
準
チ
ェ
コ
に
よ
る
同
国
許
容
レ
ベ
ル
超
の
砒
酸
含
有
の
タ
イ
産
鶏
肉
の
輸
入
禁
止
措
置
。
科
学
的
根
拠
の
欠
如
，
過
度
の
貿
易
制
限
性
，
差
別
性
が
問
わ
れ
た
。
6
53
E
m
er
ge
nc
y 
m
ea
su
re
s 
on
 c
itr
us
 p
ul
p 
（
19
98
, 2
00
1）
B
ra
zi
l
E
U
緊
急
高
レ
ベ
ル
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
汚
染
が
認
め
ら
れ
た
ブ
ラ
ジ
ル
産
柑
橘
類
の
果
肉
粒
（
ci
tr
us
 p
ul
p 
pe
lle
ts
）
に
対
す
る
E
C
の
緊
急
措
置
。
ブ
ラ
ジ
ル
は
対
処
済
と
主
張
し
た
が
，
E
C
は
汚
染
源
に
関
す
る
情
報
不
足
等
を
理
由
に
措
置
は
正
当
化
さ
れ
る
と
主
張
し
た
。
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N
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S
T
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提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
7
72
M
ea
su
re
s 
re
ga
rd
in
g 
ca
nn
ed
 tu
na
 in
 o
il 
（
19
99
, 2
00
2）
P
hi
lip
pi
ne
s
B
el
gi
um
, 
E
U
緊
急
ベ
ル
ギ
ー
に
よ
る
，
ビ
ス
フ
ェ
ノ
ー
ル
A
ジ
グ
リ
シ
ジ
ル
お
よ
び
ビ
ス
フ
ェ
ノ
ー
ル
F
ジ
グ
リ
シ
ジ
ル
（
化
学
物
質
）
汚
染
と
思
わ
れ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
産
ツ
ナ
油
缶
詰
の
販
売
禁
止
措
置
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
措
置
に
十
分
な
法
的
根
拠
が
な
い
と
主
張
し
た
。
8
89
Im
po
rt
 r
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
so
y 
sa
uc
e 
（
20
01
, 2
00
2）
T
ha
ila
nd
E
U
基
準
E
C
の
食
品
中
の
鉛
，
カ
ド
ミ
ウ
ム
，
水
銀
，
3-
M
P
C
D
（
ク
ロ
ロ
プ
ロ
パ
ノ
ー
ル
類
）
の
最
大
含
有
量
設
定
に
関
す
る
新
基
準
。
タ
イ
は
E
C
基
準
は
実
用
的
で
な
く
貿
易
に
対
す
る
不
必
要
な
障
害
で
あ
る
等
と
主
張
す
る
一
方
，
E
C
は
発
ガ
ン
性
等
に
関
わ
る
研
究
動
向
を
提
示
し
反
論
し
た
。
コ
ー
デ
ッ
ク
ス
委
員
会
で
の
3-
M
P
C
D
の
最
大
残
留
基
準
の
検
討
も
行
わ
れ
た
。
9
94
D
ir
ec
tiv
e 
20
00
/4
2 
on
 
pe
st
ic
id
e 
re
si
du
es
 
（
20
01
）
C
ôt
e 
d'
Iv
oi
re
E
U
基
準
E
C
の
残
留
農
薬
基
準
（
E
U
指
令
20
00
/4
2）
。
コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル
は
措
置
の
危
険
性
評
価
の
妥
当
性
に
疑
問
を
呈
す
と
と
も
に
，
同
国
の
E
C
向
け
農
産
物
輸
出
，
国
内
農
家
へ
の
負
の
影
響
を
主
張
し
，
適
用
除
外
や
技
術
支
援
を
求
め
た
。
10
11
7
Tr
ac
ea
bi
lit
y 
an
d 
la
be
lli
ng
 o
f g
en
et
ic
al
ly
 
m
od
ifi
ed
 o
rg
an
is
m
s 
an
d 
fo
od
 a
nd
 fe
ed
 
（
20
02
, 2
00
3,
 2
00
4）
A
rg
en
tin
a,
 
C
an
ad
a,
U
ni
te
d 
St
at
es
E
U
G
M
O
E
C
に
よ
る
G
M
O
含
有
食
品
・
飼
料
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
・
ラ
ベ
リ
ン
グ
要
求
（
E
C
規
則
18
30
/2
00
3，
20
04
.4
施
行
予
定
（
当
時
））
。
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
履
行
の
高
コ
ス
ト
性
や
コ
ス
ト
の
低
い
代
替
案
の
存
在
等
が
主
張
さ
れ
た
。
11
13
0
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
sh
el
lfi
sh
 
（
20
02
）
In
do
ne
si
a
E
U
基
準
E
C
の
生
物
毒
素
残
留
を
理
由
と
す
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
産
貝
類
の
輸
入
禁
止
措
置
（
₂
年
継
続
）。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
は
毒
素
含
有
湾
の
貝
類
捕
獲
禁
止
等
の
対
処
を
行
っ
て
い
る
と
し
て
，措
置
の
継
続
に
疑
問
が
呈
さ
れ
た
。
12
13
1
Pe
st
ic
id
e 
an
d 
an
tib
io
tic
 
lim
its
 in
 h
on
ey
（
D
ir
ec
-
tiv
e 
96
/2
3）
 
（
20
02
）
C
ub
a
E
U
基
準
E
C
の
蜂
蜜
中
の
農
薬
・
抗
生
剤
残
留
制
限
（
E
C
指
令
96
/2
3）
。
13
13
4
SP
S 
m
ea
su
re
s 
on
 
an
im
al
 p
ro
du
ct
s 
（
20
02
）
M
ol
do
va
R
om
an
ia
基
準
ル
ー
マ
ニ
ア
に
よ
る
動
物
性
食
品
に
対
す
る
SP
S
措
置
。
E
U
加
盟
を
前
提
に
E
C
基
準
を
課
し
始
め
た
ル
ー
マ
ニ
ア
に
対
し
，
科
学
的
証
拠
の
欠
如
，
措
置
の
未
通
報
が
問
題
提
起
さ
れ
た
。
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N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
14
14
4
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
th
e 
im
po
rt
at
io
n 
of
 fr
ui
ts
 
an
d 
fr
ui
t j
ui
ce
s 
（
20
02
, 2
00
3）
B
ra
zi
l
E
U
基
準
E
C
の
穀
類
，
動
物
性
食
品
，
植
物
性
食
品
（
果
物
，
野
菜
含
む
）
中
の
ジ
メ
ト
ア
ー
ト
残
留
基
準
（
E
C
指
令
20
02
/7
1）
。
コ
ー
デ
ッ
ク
ス
委
員
会
で
並
行
し
て
検
討
が
行
わ
れ
て
い
る
と
し
て
，
指
令
の
施
行
停
止
や
再
検
討
を
ブ
ラ
ジ
ル
が
求
め
た
。
15
14
8
A
m
en
dm
en
t o
f t
he
 fo
od
 
sa
ni
ta
tio
n 
la
w
 
（
20
02
）
C
hi
na
Ja
pa
n
緊
急
日
本
の
食
品
衛
生
法
改
正
に
関
す
る
緊
急
通
報
。
中
国
か
ら
，
措
置
施
行
前
の
コ
メ
ン
ト
機
会
の
欠
如
に
よ
る
緊
急
措
置
の
利
用
が
適
切
か
懸
念
が
示
さ
れ
る
と
と
も
に
，
科
学
的
証
拠
の
提
出
等
が
要
求
さ
れ
た
。
16
15
2
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
m
el
on
s 
（
20
02
）
M
ex
ic
o
U
ni
te
d 
St
at
es
緊
急
米
国
に
よ
る
メ
キ
シ
コ
産
メ
ロ
ン
の
緊
急
輸
入
停
止
措
置
。
措
置
の
不
均
衡
性
，
科
学
的
証
拠
の
欠
如
等
が
問
題
と
さ
れ
た
。
17
16
8
M
ax
im
um
 le
ve
ls
 fo
r 
af
la
to
xi
ns
 in
 c
or
n 
an
d 
sa
m
pl
in
g 
co
nt
am
in
an
ts
 
in
 fo
od
 
（
20
03
）
A
rg
en
tin
a
E
U
基
準
E
C
の
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
中
の
ア
フ
ラ
ト
キ
シ
ン
の
残
留
基
準
（
E
C
規
則
25
7/
02
）。
E
C
基
準
の
科
学
的
根
拠
へ
の
懸
念
，
よ
り
貿
易
制
限
的
で
な
い
措
置
と
S&
D
の
適
用
検
討
が
要
請
さ
れ
た
。
18
16
9
E
C
 p
ro
po
se
d 
re
gu
la
tio
n 
on
 m
ax
im
um
 r
es
id
ue
 
le
ve
ls
 o
f p
es
tic
id
es
 
（
20
03
, 2
00
4）
A
rg
en
tin
a,
 
C
hi
na
E
U
基
準
E
C
の
農
薬
残
留
基
準
案
。
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
，
中
国
を
含
む
多
く
の
途
上
国
か
ら
，
当
該
基
準
に
伴
う
E
C
に
よ
る
ゼ
ロ
基
準
（
de
fa
ul
t 
de
te
ct
io
n 
lim
it）
の
採
用
方
法
や
国
際
基
準
不
採
用
の
理
由
，
危
険
性
評
価
の
提
示
等
が
求
め
ら
れ
た
。
19
17
6
N
ot
ifi
ca
tio
n 
on
 m
ax
i-
m
um
 to
le
ra
nc
e 
le
ve
ls
 
fo
r 
O
cr
at
ox
in
 A
 in
 
co
ffe
e 
（
20
03
, 2
00
4）
C
ol
om
bi
a,
Pa
pu
a 
N
ew
 G
ui
ne
a
E
U
, 
G
er
m
an
y
基
準
ド
イ
ツ
に
よ
る
コ
ー
ヒ
ー
中
の
オ
ク
ラ
ト
キ
シ
ン
A
（
O
TA
）
残
留
基
準
。
基
準
の
差
別
性
，
科
学
的
正
当
性
の
欠
如
等
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
（
後
の
ケ
ー
ス
（
19
7）
へ
と
つ
な
が
っ
た
）。
20
17
8
R
ev
is
io
n 
of
 s
ta
nd
ar
ds
 
an
d 
sp
ec
ifi
ca
tio
ns
 fo
r 
fo
od
 a
nd
 a
dd
iti
ve
s 
（
20
03
）
C
hi
na
Ja
pa
n
基
準
日
本
の
残
留
農
薬
基
準
（
ク
ロ
ル
ピ
リ
ホ
ス
（
有
機
リ
ン
系
農
薬
）
等
）。
中
国
よ
り
ホ
ウ
レ
ン
ソ
ウ
等
の
ク
ロ
ル
ピ
リ
ホ
ス
基
準
の
科
学
的
証
拠
が
欠
如
し
て
い
る
と
の
主
張
が
行
わ
れ
た
。
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T
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提
起
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措
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国
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類
概
要
21
19
1
M
ax
im
um
 r
es
id
ue
 
le
ve
ls
 fo
r 
pe
st
ic
id
es
 o
n 
fo
od
 
（
20
04
）
C
hi
na
E
U
基
準
E
C
の
食
品
中
の
残
留
農
薬
基
準
案
。
E
C
基
準
案
が
国
際
基
準
や
ほ
か
の
先
進
国
よ
り
厳
格
で
あ
る
点
を
中
心
に
，
科
学
的
証
拠
の
提
供
か
ま
た
は
基
準
変
更
が
求
め
ら
れ
た
ほ
か
，
検
査
方
法
の
提
供
が
要
請
さ
れ
た
。
22
19
7
re
gu
la
tio
n 
on
 O
cr
at
ox
in
 
A
 in
 c
of
fe
e 
（
20
04
, 2
00
5）
C
ol
om
bi
a
E
U
基
準
E
C
に
よ
る
コ
ー
ヒ
ー
中
の
O
TA
残
留
基
準
設
定
（
当
初
，
法
案
→
E
C
規
則
12
3/
20
05
へ
）。
コ
ー
ヒ
ー
生
産
国
か
ら
，
E
C
基
準
の
設
定
方
法
や
設
定
理
由
，
科
学
的
根
拠
等
に
疑
問
が
呈
さ
れ
た
。
23
19
8
re
gu
la
tio
n 
on
 a
fla
to
xi
ns
 
an
d 
O
cr
at
ox
in
 A
 in
 
fo
od
s 
fo
r 
in
fa
nt
s 
an
d 
yo
un
g 
ch
ild
re
n 
（
20
04
）
C
hi
na
E
U
基
準
E
C
に
よ
る
，
幼
児
・
子
供
向
け
食
品
中
の
ア
フ
ラ
ト
キ
シ
ン
，
O
TA
の
基
準
設
定
。
JE
C
FA
（
Jo
in
t 
FA
O
/W
H
O
 E
xp
er
t 
C
om
m
itt
ee
 o
n 
Fo
od
 
A
dd
iti
ve
s）
に
よ
る
危
険
性
評
価
や
摂
取
量
の
決
定
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
E
C
基
準
の
科
学
的
根
拠
の
提
示
等
が
要
請
さ
れ
た
。
E
C
は
，
右
決
定
は
成
年
摂
取
レ
ベ
ル
で
あ
る
等
と
回
答
し
た
。
24
20
1
St
an
da
rd
s 
an
d 
sp
ec
ifi
ca
-
tio
ns
 fo
r 
fo
od
 a
dd
iti
ve
s
（
bo
sc
al
id
） 
（
20
04
）
C
hi
na
Ja
pa
n
基
準
日
本
の
殺
虫
剤
ボ
ス
カ
リ
ド
の
残
留
基
準
。
イ
チ
ゴ
と
そ
の
他
作
物
と
の
残
留
値
の
相
違
の
根
拠
や
科
学
的
証
拠
の
提
示
等
が
要
請
さ
れ
た
。
25
20
7
D
ir
ec
tiv
es
 o
n 
re
si
du
al
 
pe
st
ic
id
e 
to
le
ra
nc
e 
an
d 
in
sp
ec
tio
n 
m
et
ho
ds
 fo
r 
te
a 
（
20
05
）
C
hi
na
E
U
基
準
紅
茶
中
の
残
留
農
薬
基
準
お
よ
び
検
査
手
法
に
関
す
る
E
U
指
令
（
20
01
）。
国
際
基
準
よ
り
厳
格
な
E
C
基
準
に
つ
い
て
，
科
学
的
証
拠
や
危
険
性
評
価
の
提
供
と
検
査
手
法
の
変
更
が
求
め
ら
れ
た
。
26
21
2
Po
si
tiv
e 
lis
t s
ys
te
m
 fo
r 
pe
st
ic
id
es
, v
et
er
in
ar
y 
dr
ug
s 
an
d 
fe
ed
 a
dd
i-
tiv
es
 M
R
L
s 
（
20
05
, 2
00
6,
 2
00
8）
C
hi
na
, 
U
ni
te
d 
St
at
es
Ja
pa
n
基
準
日
本
の
農
薬
，
動
物
用
医
薬
品
，
飼
料
添
加
物
に
関
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
方
式
案
。
農
薬
，
動
物
用
医
薬
品
，
飼
料
添
加
物
に
統
一
的
な
0.
1p
pm
基
準
を
採
用
す
る
基
準
案
に
つ
い
て
，
科
学
的
証
拠
に
基
づ
く
危
険
性
評
価
の
提
示
，
コ
メ
ン
ト
期
間
や
適
応
期
間
の
延
長
，
検
査
方
法
の
公
開
等
が
求
め
ら
れ
た
。
27
21
9
E
ur
ep
 G
A
P
 r
eq
ui
re
-
m
en
ts
 fo
r 
ba
na
na
s 
（
20
05
, 2
00
6）
Sa
in
t V
in
ce
nt
 a
nd
 
th
e 
G
re
na
di
ne
s
E
U
民
間
E
ur
ep
 G
A
P
の
認
証
。
英
国
小
売
店
で
民
間
認
証
の
E
ur
ep
 G
A
P
の
採
用
が
取
引
条
件
と
な
っ
て
い
る
状
況
に
つ
い
て
SP
S
協
定
に
よ
る
規
律
可
能
性
，
当
該
協
定
と
の
整
合
性
等
が
問
題
提
起
さ
れ
た
。
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N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
28
22
0
P
ro
po
se
d 
re
gu
la
tio
ns
 
fo
r 
pi
pe
r 
m
et
hy
st
ic
um
（
ka
va
-k
av
a）
 
（
20
05
）
Fi
ji
E
U
,
U
ni
te
d 
K
in
gd
om
緊
急
英
国
に
よ
る
カ
バ
カ
バ
（
m
et
hy
st
ic
um
）
に
対
す
る
緊
急
措
置
。
フ
ィ
ジ
ー
よ
り
，
カ
バ
カ
バ
の
効
能
と
安
全
性
は
確
立
さ
れ
て
い
る
等
と
し
て
，
措
置
の
根
拠
と
な
る
毒
性
に
関
す
る
新
し
い
証
拠
の
提
出
が
要
請
さ
れ
た
。
29
23
1
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
ci
nn
am
on
 
（
20
05
, 2
00
6）
Sr
i L
an
ka
E
U
基
準
E
U
（
と
く
に
ド
イ
ツ
）
に
よ
る
SO
2（
二
酸
化
硫
黄
）
含
有
セ
イ
ロ
ン
シ
ナ
モ
ン
の
事
実
上
の
輸
入
禁
止
措
置
。
国
際
基
準
が
検
討
中
で
あ
る
な
か
，
関
連
す
る
E
C
法
制
で
シ
ナ
モ
ン
を
規
制
対
象
と
し
て
お
ら
ず
，
許
容
範
囲
の
SO
2利
用
は
国
際
的
に
も
認
め
ら
れ
て
い
る
等
と
主
張
さ
れ
，
さ
ら
に
は
SP
S
協
定
と
の
整
合
性
，
危
険
性
評
価
の
有
無
，
措
置
の
根
拠
等
が
照
会
さ
れ
た
（
そ
の
後
20
06
年
に
国
際
基
準
が
設
定
さ
れ
た
）。
30
23
8
A
pp
lic
at
io
n 
an
d 
m
od
ifi
ca
tio
n 
of
 th
e 
E
C
 
R
eg
ul
at
io
n 
on
 n
ov
el
 
fo
od
s 
（
20
06
, 2
00
7,
 2
00
8,
 
20
09
）
C
ol
om
bi
a,
 
E
cu
ad
or
, 
Pe
ru
E
U
G
M
O
E
C
の
新
規
食
品
（
no
ve
l f
oo
ds
）
規
則
（
25
8/
97
）
の
改
正
。
E
C
の
改
正
案
に
対
し
て
多
数
の
途
上
国
よ
り
，
新
規
食
品
の
定
義
の
不
明
確
性
，
お
よ
び
そ
れ
に
伴
う
途
上
国
の
輸
出
へ
の
影
響
等
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
31
26
4
M
ax
im
um
 r
es
id
ue
 
le
ve
ls
 fo
r 
E
th
ep
ho
n 
in
 
pi
ne
ap
pl
e 
（
20
08
）
E
cu
ad
or
E
U
基
準
E
C
に
よ
る
エ
テ
フ
ォ
ン
の
M
R
L
（
M
ax
im
um
 R
es
id
ue
 L
ev
el
）（
と
く
に
パ
イ
ナ
ッ
プ
ル
）
の
修
正
。
E
C
の
エ
テ
フ
ォ
ン
残
留
基
準
に
関
し
て
危
険
性
評
価
に
伴
う
科
学
的
証
拠
の
妥
当
性
，
国
際
基
準
と
の
整
合
性
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
32
27
2
R
ap
id
 A
le
rt
 S
ys
te
m
 
re
ga
rd
in
g 
m
an
go
 
im
po
rt
s 
（
20
08
）
Se
ne
ga
l
E
U
体
制
マ
ン
ゴ
ー
輸
入
に
関
す
る
E
C
の
R
ap
id
 A
le
rt
 S
ys
te
m
 （
E
U
食
品
・
飼
料
緊
急
警
告
シ
ス
テ
ム
）。
セ
ネ
ガ
ル
よ
り
，
検
査
ミ
ス
に
も
か
か
わ
ら
ず
当
該
シ
ス
テ
ム
で
リ
ス
ク
検
知
さ
れ
た
う
え
，
₁
業
者
の
み
の
関
与
に
も
か
か
わ
ら
ず
全
セ
ネ
ガ
ル
産
マ
ン
ゴ
ー
が
影
響
を
受
け
て
い
る
と
し
て
制
裁
解
除
が
要
請
さ
れ
た
。
33
27
6
M
ax
im
um
 r
es
id
ue
 
le
ve
ls
 fo
r 
pe
st
ic
id
es
 in
 
ca
ca
o 
（
20
08
）
E
cu
ad
or
E
U
基
準
E
C
に
よ
る
カ
カ
オ
の
M
R
L
。
関
連
E
C
規
則
に
明
示
な
い
農
薬
の
M
R
L
0.
01
m
g/
kg
は
厳
格
に
過
ぎ
，
遵
守
困
難
で
あ
る
と
し
て
，
緩
和
が
求
め
ら
れ
た
。
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N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
34
28
2
M
ea
su
re
s 
on
 fo
od
 
pr
od
uc
ts
 c
on
ta
in
in
g 
m
ea
t, 
po
ul
tr
y 
or
 
pr
oc
es
se
d 
eg
g 
pr
od
uc
ts
 
（
20
09
）
C
hi
na
U
ni
te
d 
St
at
es
体
制
米
国
に
よ
る
肉
類
，
家
禽
類
含
有
食
品
，
卵
加
工
製
品
に
関
す
る
措
置
。
こ
れ
ら
の
食
品
の
食
品
安
全
・
検
査
体
制
が
米
国
と
同
等
と
認
め
ら
れ
た
国
の
み
輸
出
が
認
め
ら
れ
る
点
に
つ
い
て
，
危
険
性
評
価
の
提
示
や
科
学
的
正
当
性
な
い
場
合
の
措
置
の
撤
廃
要
請
，
措
置
と
SP
S
協
定
と
の
非
整
合
性
等
が
主
張
さ
れ
た
。
35
28
3
Pe
st
ic
id
e 
m
ax
im
um
 
re
si
du
e 
le
ve
ls
（
M
R
L
s）
 
（
20
09
, 2
01
0）
B
ra
zi
l
Ja
pa
n
基
準
日
本
の
残
留
農
薬
基
準
。
当
該
基
準
が
国
際
基
準
よ
り
厳
格
で
未
焙
煎
コ
ー
ヒ
ー
豆
の
輸
出
が
困
難
で
あ
る
と
し
て
，
基
準
の
修
正
ま
た
は
経
過
期
間
の
提
供
が
求
め
ら
れ
た
ほ
か
，
基
準
の
科
学
的
根
拠
，
危
険
性
評
価
，
検
査
手
法
の
妥
当
性
へ
の
疑
問
が
提
起
さ
れ
た
。
36
29
9
U
S 
20
09
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 
E
nh
an
ce
m
en
t A
ct
 
（
20
10
）
C
hi
na
U
ni
te
d 
St
at
es
体
制
米
国
の
20
09
年
食
品
安
全
推
進
法
案
（
Fo
od
 S
af
et
y 
E
nh
an
ce
m
en
t 
A
ct
）。
法
案
が
含
む
食
品
輸
出
企
業
の
登
録
，
検
査
，
高
リ
ス
ク
輸
入
製
品
の
義
務
的
認
証
等
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
，
通
報
と
コ
メ
ン
ト
機
会
の
提
供
が
求
め
ら
れ
た
。
米
国
は
当
該
法
案
が
SP
S
措
置
で
な
い
の
で
コ
メ
ン
ト
せ
ず
，
法
案
成
立
す
れ
ば
通
報
す
る
と
回
答
し
た
。
37
30
6
M
ax
im
um
 R
es
id
ue
 
L
ev
el
s 
of
 P
es
tic
id
es
 
（
20
10
）
In
di
a
E
U
基
準
E
U
の
改
正
植
物
保
護
規
則
（
R
ev
is
ed
 P
la
nt
 P
ro
te
ct
io
n 
R
eg
ul
at
io
n,
 
11
07
/2
00
9）
に
基
づ
く
残
留
農
薬
基
準
の
設
定
。
当
該
基
準
の
科
学
的
根
拠
，
危
険
性
評
価
，
検
査
手
法
の
提
示
が
要
請
さ
れ
，
SP
S
協
定
と
の
整
合
性
が
問
題
提
起
さ
れ
た
。
38
30
7
P
ro
hi
bi
tio
n 
of
 C
er
ta
in
 
Fo
od
 A
dd
iti
ve
s 
（
20
10
）
In
di
a
Ja
pa
n
基
準
日
本
に
よ
る
80
食
品
添
加
物
の
禁
止
。
該
当
添
加
物
の
人
の
健
康
へ
の
阻
害
性
，
危
険
性
評
価
の
提
示
が
な
く
，
国
際
基
準
に
も
基
づ
い
て
い
な
い
た
め
SP
S
協
定
に
整
合
し
な
い
等
と
主
張
さ
れ
た
。
39
28
9
M
ea
su
re
s 
on
 c
at
fis
h 
（
20
09
）
C
hi
na
U
ni
te
d 
St
at
es
体
制
米
国
の
ナ
マ
ズ
に
関
す
る
措
置
。
米
国
の
連
邦
食
肉
検
査
法
（
Fe
de
ra
l 
M
ea
t I
ns
pe
ct
io
n 
A
ct
）
に
よ
れ
ば
，規
制
機
関
が
食
品
医
薬
品
局
（
Fo
od
 
an
d 
D
ru
g 
A
dm
in
is
tr
at
io
n:
 F
D
A
）
か
ら
農
務
省
（
D
ep
ar
tm
en
t 
of
 A
g-
ri
cu
ltu
re
: U
SD
A
）
に
変
わ
り
，
ナ
マ
ズ
輸
出
希
望
国
は
自
国
の
検
査
シ
ス
テ
ム
と
米
国
の
同
シ
ス
テ
ム
と
の
同
等
性
認
証
を
U
SD
A
か
ら
受
け
る
義
務
が
生
ず
る
が
，
現
行
の
ナ
マ
ズ
貿
易
に
負
の
影
響
が
生
じ
る
と
し
て
規
制
変
更
に
関
す
る
説
明
等
が
求
め
ら
れ
た
。
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40
77
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
ca
nn
ed
 
tu
na
 
（
20
00
）
T
ha
ila
nd
E
gy
pt
G
M
O
エ
ジ
プ
ト
に
よ
る
G
M
O
含
有
食
品
の
輸
入
制
限
。
タ
イ
産
ツ
ナ
缶
詰
は
G
M
O
由
来
の
大
豆
油
を
利
用
せ
ず
，
缶
詰
の
加
工
工
程
で
遺
伝
物
質
は
破
壊
さ
れ
る
た
め
G
M
O
由
来
の
有
無
は
特
定
不
可
，
当
該
制
限
が
差
別
的
で
あ
る
等
と
し
て
措
置
撤
廃
が
要
請
さ
れ
た
。
41
25
0
Tr
ad
e 
re
st
ri
ct
io
ns
 
re
la
te
d 
to
 n
at
io
na
l 
sy
st
em
s 
fo
r 
de
te
rm
in
-
in
g 
m
ax
im
um
 r
es
id
ue
 
le
ve
ls
（
M
R
L
s）
fo
r 
pe
st
ic
id
es
 
（
20
07
）
A
rg
en
tin
a
C
er
ta
in
 
M
em
be
rs
基
準
多
数
国
に
お
け
る
国
際
基
準
よ
り
も
厳
格
な
残
留
農
薬
基
準
の
導
入
。
国
際
基
準
よ
り
厳
格
な
基
準
の
導
入
は
古
い
農
薬
に
関
わ
る
こ
と
が
多
く
，
新
薬
に
比
べ
安
価
な
こ
れ
ら
の
農
薬
を
用
い
る
途
上
国
に
と
く
に
影
響
が
あ
り
，
SP
S
協
定
の
S&
D
条
項
が
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
等
と
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
多
く
の
途
上
国
が
同
調
し
，
加
え
て
古
い
農
薬
に
関
す
る
コ
ー
デ
ッ
ク
ス
委
員
会
の
審
査
・
維
持
体
制
等
に
も
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
42
27
8
H
yg
ie
ni
c 
st
an
da
rd
 fo
r 
di
st
ill
ed
 s
pi
ri
ts
 a
nd
 
in
te
gr
at
ed
 a
lc
oh
ol
ic
 
be
ve
ra
ge
s 
（
20
09
）
M
ex
ic
o
C
hi
na
基
準
中
国
の
蒸
留
酒
・
ア
ル
コ
ー
ル
飲
料
の
衛
生
基
準
。
当
該
基
準
は
ア
ル
コ
ー
ル
飲
料
を
分
類
し
，
各
分
類
毎
の
メ
タ
ノ
ー
ル
許
容
含
有
量
を
決
定
し
て
い
る
。
こ
れ
に
基
づ
け
ば
メ
キ
シ
コ
産
テ
キ
ー
ラ
は
該
当
分
類
上
の
許
容
含
有
量
を
超
え
，
中
国
向
け
輸
出
が
不
可
と
な
る
が
，
中
国
の
W
T
O
加
盟
に
際
し
て
，
両
国
は
テ
キ
ー
ラ
が
輸
出
可
能
と
な
る
よ
う
な
二
国
間
覚
書
を
交
わ
し
て
い
る
の
で
，
こ
れ
に
沿
っ
た
対
応
を
と
る
よ
う
中
国
に
要
請
が
行
わ
れ
た
。
（
出
所
）　
SP
S 
In
fo
rm
at
io
n 
M
an
ag
em
en
t S
ys
te
m
よ
り
筆
者
作
成
。
（
注
）　
N
o.
 3
9は
IM
S
上
「
そ
の
他
」
に
分
類
さ
れ
る
。
N
o.
 4
0～
42
は
，
途
上
国
が
途
上
国
に
対
し
て
提
起
し
た
案
件
で
あ
る
。
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付
表
B
　
途
上
国
が
被
提
起
国
と
な
っ
た
食
品
安
全
分
野
の
「
特
定
の
貿
易
上
の
関
心
事
項
」
N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
1
5
Im
po
rt
 r
eq
ui
re
m
en
ts
 
fo
r 
w
in
e
（
19
96
, 1
99
7）
E
U
B
ra
zi
l
手
続
基
準
・
体
制
ブ
ラ
ジ
ル
の
E
C
産
ワ
イ
ン
に
対
す
る
輸
入
条
件
案
。
輸
入
に
際
し
て
の
厳
格
な
検
査
条
件
，
科
学
的
根
拠
の
有
無
，
通
報
義
務
な
ど
手
続
的
要
件
と
の
整
合
性
も
問
わ
れ
た
。
2
9
Ze
ro
-t
ol
er
an
ce
 fo
r 
sa
lm
on
el
la
 in
 im
po
rt
ed
 
po
ul
tr
y 
pr
od
uc
ts
（
19
96
, 1
99
7,
 2
00
1）
U
ni
te
d 
St
at
es
C
hi
le
, C
ze
ch
 
R
ep
ub
lic
, 
E
l S
al
va
do
r, 
H
on
du
ra
s,
 
Sl
ov
ak
 R
ep
ub
lic
手
続
基
準
チ
リ
ほ
か
の
輸
入
鶏
肉
中
の
サ
ル
モ
ネ
ラ
菌
の
ゼ
ロ
ト
レ
ラ
ン
ス
基
準
。
当
該
基
準
の
科
学
的
根
拠
の
有
無
，
輸
入
品
に
対
し
て
厳
格
と
い
う
差
別
性
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
3
63
In
fo
rm
at
io
n 
on
 d
io
xi
n
（
19
99
, 2
00
0）
E
U
C
er
ta
in
 
M
em
be
rs
汚
染
物
質
混
入
ベ
ル
ギ
ー
で
発
生
し
た
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
混
入
事
故
に
対
す
る
各
国
の
貿
易
制
限
措
置
。
措
置
の
不
必
要
な
継
続
と
科
学
的
根
拠
の
欠
如
，
未
通
報
で
あ
る
な
ど
手
続
的
問
題
が
問
わ
れ
た
。
他
の
ケ
ー
ス
に
波
及
し
て
い
る
（
66
，
24
6）
。
4
66
N
ot
ifi
ca
tio
ns
 r
el
at
ed
 to
 
di
ox
in
（
19
99
）
Sw
itz
er
la
nd
M
al
ay
si
a,
 
Si
ng
ap
or
e
汚
染
物
質
混
入
ベ
ル
ギ
ー
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
汚
染
に
対
す
る
マ
レ
ー
シ
ア
，
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
輸
入
制
限
措
置
。
ス
イ
ス
が
汚
染
対
策
と
し
て
と
ら
れ
た
欧
州
製
品
に
対
す
る
輸
入
制
限
措
置
の
影
響
を
受
け
て
い
る
と
し
て
措
置
の
不
必
要
な
拡
大
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
5
83
R
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
m
ilk
 
po
w
de
r 
im
po
rt
s
（
20
00
, 2
00
1）
E
U
Pa
na
m
a
手
続
基
準
デ
ン
マ
ー
ク
産
粉
乳
に
対
す
る
事
実
上
の
輸
入
禁
止
措
置
。
輸
入
許
可
・
輸
入
証
明
の
発
給
遅
延
に
よ
る
事
実
上
の
輸
入
禁
止
措
置
と
SP
S
協
定
と
の
整
合
性
，
未
通
報
な
ど
手
続
上
の
問
題
が
問
わ
れ
た
。
6
11
4
Fo
od
 s
af
et
y 
re
gu
la
tio
ns
 
af
fe
ct
in
g 
ag
ri
cu
ltu
ra
l 
pr
od
uc
ts
 p
ro
du
ce
d 
fr
om
 
m
od
er
n 
bi
ot
ec
hn
ol
og
y
（
20
02
）
U
ni
te
d 
St
at
es
C
hi
na
G
M
O
バ
イ
オ
農
産
品
に
影
響
を
与
え
る
中
国
の
食
品
安
全
基
準
。
バ
イ
オ
製
品
に
関
す
る
規
則
に
つ
い
て
，
国
産
品
と
輸
入
品
に
対
す
る
異
な
る
承
認
手
続
，
強
制
表
示
の
科
学
的
正
当
性
，
未
通
報
等
の
手
続
的
問
題
が
提
起
さ
れ
た
（
遵
守
の
た
め
の
経
過
期
間
を
付
与
す
る
こ
と
で
解
決
が
は
か
ら
れ
た
）。
182
N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
7
12
7
Im
po
rt
 b
an
 o
n 
pr
od
uc
ts
 
of
 D
ut
ch
 o
ri
gi
n
（
20
02
, 2
00
3）
E
U
C
hi
na
汚
染
物
質
混
入
中
国
に
よ
る
オ
ラ
ン
ダ
産
動
物
性
食
品
の
輸
入
停
止
措
置
。
オ
ラ
ン
ダ
産
品
か
ら
ク
ロ
ラ
ム
フ
ェ
ニ
コ
ー
ル
（
抗
生
物
質
）
が
検
出
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
た
中
国
の
措
置
が
必
要
以
上
に
貿
易
制
限
的
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
た
。
8
14
2
Ze
ro
 to
le
ra
nc
e 
fo
r 
e-
co
li
（
20
02
）
U
ni
te
d 
St
at
es
C
hi
na
手
続
基
準
中
国
の
生
肉
・
鶏
肉
中
の
大
腸
菌
（
E
-c
ol
i）
の
ゼ
ロ
ト
レ
ラ
ン
ス
基
準
案
。
中
国
の
基
準
案
に
つ
い
て
，
根
拠
と
な
る
危
険
性
評
価
，
手
続
上
の
改
善
（
T
B
T
通
報
に
加
え
た
SP
S
通
報
）
が
求
め
ら
れ
た
（
25
1へ
継
続
）。
9
14
6
B
an
 o
n 
ho
rm
on
es
 in
 
an
im
al
 p
ro
du
ct
io
n
（
20
02
）
U
ni
te
d 
St
at
es
In
do
ne
si
a
手
続
基
準
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
家
畜
生
産
に
お
け
る
成
長
ホ
ル
モ
ン
剤
の
利
用
禁
止
案
。
成
長
ホ
ル
モ
ン
剤
に
関
す
る
W
T
O
の
先
例
が
あ
る
こ
と
に
も
か
ん
が
み
，
禁
止
案
の
科
学
的
正
当
性
に
関
し
て
多
く
の
疑
問
が
提
起
さ
れ
た
。
10
15
0
C
er
tif
ic
at
io
n 
of
 m
ea
t 
an
d 
da
ir
y 
pr
od
uc
ts
（
20
02
, 2
00
3）
C
an
ad
a
P
hi
lip
pi
ne
s
体
制
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
よ
る
肉
類
・
乳
製
品
輸
出
の
た
め
の
H
A
C
C
P
第
三
者
認
証
制
度
の
導
入
計
画
。
提
起
し
た
カ
ナ
ダ
を
E
U
，
米
国
等
の
先
進
国
が
と
く
に
支
持
し
，
自
国
政
府
の
関
連
当
局
が
H
A
C
C
P
認
証
し
て
い
る
た
め
独
立
第
三
者
機
関
の
認
証
が
貿
易
制
限
的
で
あ
る
こ
と
や
，
国
産
品
と
輸
入
品
と
の
差
別
待
遇
の
恐
れ
に
懸
念
表
明
さ
れ
た
。
11
16
5
Im
po
rt
 r
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
Sp
an
is
h 
ol
iv
e 
oi
l
（
20
03
, 2
00
4,
 2
00
5）
E
U
B
ah
ra
in
, K
uw
ai
t, 
O
m
an
, Q
at
ar
, 
U
ni
te
d 
A
ra
b 
E
m
ir
at
es
汚
染
物
質
混
入
バ
ー
レ
ー
ン
ほ
か
に
よ
る
ス
ペ
イ
ン
産
オ
リ
ー
ブ
油
の
輸
入
制
限
措
置
。
措
置
の
不
必
要
な
継
続
と
科
学
的
根
拠
の
欠
如
が
問
わ
れ
た
。
12
20
0
B
an
 o
n 
fo
od
 g
ra
de
 w
ax
（
20
04
）
U
ni
te
d 
St
at
es
In
di
a
手
続
基
準
イ
ン
ド
に
よ
る
食
品
に
対
す
る
ワ
ッ
ク
ス
（
gr
ad
e 
w
ax
）
使
用
の
禁
止
。
生
鮮
野
菜
・
果
物
に
対
す
る
ワ
ッ
ク
ス
使
用
禁
止
と
国
際
基
準
と
の
整
合
性
，
国
際
基
準
を
超
え
る
措
置
の
科
学
的
正
当
性
，
通
報
等
の
手
続
的
整
合
性
が
問
わ
れ
た
。
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o
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T
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e
提
起
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措
置
国
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類
概
要
13
21
5
P
ub
lic
 H
ea
lth
 R
eg
ul
a-
tio
n 
11
（
20
05
, 2
00
6）
U
ni
te
d 
St
at
es
T
ha
ila
nd
体
制
タ
イ
に
よ
る
公
衆
衛
生
規
則
案
‐
R
eg
ul
at
io
n 
11
。
食
品
に
関
す
る
規
則
案
に
つ
い
て
，
と
く
に
検
査
・
認
証
手
続
の
科
学
的
根
拠
が
問
題
と
さ
れ
た
。
14
24
0
B
io
te
ch
 la
be
lli
ng
 a
nd
 
im
po
rt
 a
pp
ro
va
l p
ro
ce
ss
 
re
gu
la
tio
ns
（
20
06
）
U
ni
te
d 
St
at
es
In
di
a
G
M
O
イ
ン
ド
に
よ
る
バ
イ
オ
製
品
の
表
示
義
務
お
よ
び
輸
入
事
前
認
証
規
則
案
。
措
置
の
不
透
明
性
と
科
学
的
根
拠
の
欠
如
，
未
通
報
な
ど
手
続
的
問
題
に
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
15
24
6
Im
po
rt
 r
es
tr
ic
tio
ns
 o
n 
pr
od
uc
ts
 o
f a
ni
m
al
 
or
ig
in
 d
ue
 to
 d
io
xi
n
（
20
07
）
E
U
C
hi
na
汚
染
物
質
混
入
中
国
に
よ
る
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
汚
染
を
理
由
と
し
た
動
物
性
製
品
の
輸
入
制
限
措
置
。
措
置
の
不
必
要
な
継
続
と
科
学
的
根
拠
の
欠
如
等
が
問
わ
れ
た
。
16
25
1
Ze
ro
 to
le
ra
nc
e 
fo
r 
pa
th
og
en
s 
on
 r
aw
 m
ea
t 
an
d 
po
ul
tr
y 
pr
od
uc
ts
（
20
07
）
U
ni
te
d 
St
at
es
C
hi
na
手
続
基
準
中
国
の
生
肉
・
鶏
肉
中
の
病
原
菌
ゼ
ロ
ト
レ
ラ
ン
ス
基
準
。
国
際
基
準
よ
り
厳
し
い
基
準
で
あ
る
こ
と
と
科
学
的
根
拠
の
欠
如
，
国
産
品
と
輸
入
品
と
の
差
別
待
遇
に
つ
い
て
懸
念
表
明
が
な
さ
れ
た
（
14
2か
ら
継
続
）。
17
25
2
Ze
ro
 to
le
ra
nc
e 
fo
r 
sa
lm
on
el
la
 in
 p
ou
ltr
y 
an
d 
eg
gs
（
20
07
, 2
00
8）
U
ni
te
d 
St
at
es
E
l S
al
va
do
r
手
続
基
準
エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル
に
よ
る
鶏
肉
・
鶏
卵
中
の
サ
ル
モ
ネ
ラ
菌
ゼ
ロ
ト
レ
ラ
ン
ス
基
準
・
認
証
証
明
書
要
求
。
国
際
基
準
と
の
整
合
性
，
科
学
的
正
当
性
の
欠
如
，
内
国
民
待
遇
に
関
し
て
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
18
25
3
E
xp
or
t c
er
tif
ic
at
io
n 
re
qu
ir
em
en
ts
 fo
r 
da
ir
y 
pr
od
uc
ts
（
20
07
）
U
ni
te
d 
St
at
es
In
di
a
手
続
基
準
イ
ン
ド
に
よ
る
乳
製
品
の
輸
出
証
明
要
求
。
牛
乳
・
乳
製
品
に
対
す
る
認
証
要
件
が
貿
易
制
限
的
で
あ
り
，
科
学
的
根
拠
を
欠
く
点
，
内
国
民
待
遇
上
の
問
題
が
懸
念
さ
れ
る
点
，
コ
ー
デ
ッ
ク
ス
基
準
よ
り
も
厳
格
な
基
準
で
あ
り
，
国
際
的
義
務
と
の
整
合
性
の
面
で
懸
念
が
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。
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N
o
SP
S
T
itl
e
提
起
国
措
置
国
分
類
概
要
19
27
5
M
ax
im
um
 le
ve
l f
or
 
ra
ct
op
am
in
e
（
20
08
, 2
00
9）
U
ni
te
d 
St
at
es
C
hi
ne
se
 T
ai
pe
i
手
続
基
準
台
湾
に
よ
る
ラ
ク
ト
パ
ミ
ン
残
留
基
準
（
ゼ
ロ
ト
レ
ラ
ン
ス
）。
コ
ー
デ
ッ
ク
ス
委
員
会
で
検
討
中
（
未
合
意
の
た
め
国
際
基
準
な
し
）
で
あ
る
ラ
ク
ト
パ
ミ
ン
の
M
R
L
に
つ
い
て
，
科
学
的
証
拠
な
し
に
ゼ
ロ
ト
レ
ラ
ン
ス
基
準
が
導
入
さ
れ
，
米
国
の
豚
肉
輸
出
に
影
響
が
生
じ
た
こ
と
に
懸
念
表
明
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
，
通
報
済
の
措
置
と
異
な
る
措
置
が
導
入
さ
れ
て
い
る
点
に
改
善
が
要
求
さ
れ
た
。
20
28
8
Im
po
rt
 m
ea
su
re
s 
on
 
an
im
al
s 
an
d 
an
im
al
 
pr
od
uc
ts
（
20
09
, 2
01
0）
E
U
U
kr
ai
ne
体
制
ウ
ク
ラ
イ
ナ
に
よ
る
動
物
・
動
物
製
品
の
輸
出
継
続
希
望
施
設
に
対
す
る
検
査
措
置
。
措
置
が
輸
入
制
限
と
な
り
得
る
と
の
懸
念
，
突
然
の
導
入
で
あ
り
措
置
の
範
囲
，
手
続
な
ど
透
明
性
に
係
る
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
21
29
6
SP
S 
N
ot
ifi
ca
tio
n 
P
ra
ct
ic
es
（
20
10
）
E
U
C
hi
na
体
制
中
国
の
SP
S
措
置
通
報
慣
行
（
pr
ac
tic
e）
。
20
09
年
施
行
の
食
品
安
全
法
に
つ
い
て
，
関
係
国
に
対
す
る
事
前
通
知
の
欠
如
や
コ
メ
ン
ト
期
間
の
不
十
分
性
等
に
つ
い
て
懸
念
が
表
明
さ
れ
た
。
（
出
所
）　
SP
S 
In
fo
rm
at
io
n 
M
an
ag
em
en
t S
ys
te
m
よ
り
筆
者
作
成
。
